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熊本連携中枢都市圏ビジョンの改訂について 
 

 

１ 「熊本連携中枢都市圏ビジョン」について 

  熊本連携中枢都市圏においては、国の「連携中枢都市圏構想」に基づく取組を圏域で計

画的に進めるため、連携市町村と協議し、熊本連携中枢都市圏ビジョン（以下「ビジョン」

と略す。）を策定している。 

  

○ ビジョンの計画期間（熊本連携中枢都市圏では「５年」） 

  

今年度は、現行の第２期ビジョンの最終年度にあたるため、圏域を取り巻く社会情勢の

変化等も踏まえ、あらためてビジョン内容（「目指す圏域の姿」等）について連携市町村

等と協議を行い、第３期ビジョンの策定を行うもの。 

 

 

 

  

資料３ 

・第１期ビジョン    平成 28 年（2016 年）４月～令和３年（2021年）３月 

・第２期ビジョン    令和３年（2021 年）４月～令和８年（2026年）３月 

・第３期ビジョン（案） 令和８年（2026年）４月～令和 13 年（2031年）３月 

＜参考＞「連携中枢都市圏構想」について（総務省資料より抜粋） 

〇 連携中枢都市圏構想の意義とは 

地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化

により、人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を

形成 

〇 連携中枢都市圏に何が求められているのか 

①圏域全体の経済成長のけん引 ②都市機能の集積・強化 ③圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

〇 連携中枢都市圏形成のための手続き 

  連携中枢都市圏宣言 ⇒ 連携協約の締結 ⇒ 都市圏ビジョンの策定 



２ 

 

 

２ 現行ビジョンの概要について 

現行ビジョンでは、総務省が示している「連携中枢都市圏構想推進要綱」の内容を踏ま

え、以下の事項について定めている。 

 

○ ビジョンの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、ビジョン改訂にあたっては、関係者の意見を幅広く反映させるためビジョン懇

談会を開催し、連携中枢都市圏の取組内容に応じて、産業、大学・研究機関、金融機関、

医療・福祉等、連携中枢都市圏形成に係る連携協約等に関連する分野や機関の代表者等

の意見を聞くこととされている。 

 

また、第３章に掲げられる「連携協約に基づき推進する具体的取組」については、連

携市町村との協議状況等を踏まえ、主に部門別常任委員会（予算決算委員会分科会）に

おいて議論が行われることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１章 連携中枢都市圏構想における基本的事項 

・ ビジョンの策定趣旨、構成市町村、取組期間 等 

第２章 圏域の中長期的な将来像 

・ 圏域の位置及び地勢、人口動態、将来推計人口 等 

・ 圏域の中長期的な将来像（目指す圏域の姿、取組の方向性 等） 

第３章 連携協約に基づき推進する具体的な取組 

・ 取組の方向性（「圏域全体の経済成長のけん引」「高次の都市機能の集 

     積・強化」「圏域全体の生活関連機能サービスの向上」）を踏まえた具体 

的な取組について（事業概要や市町村の役割分担、必要な事業費等） 

 

・ ＫＰＩ（重要行政評価指標）について 
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３ ビジョン改訂の主な論点について 

ビジョン改訂にあたっては、前回改訂時に定めた「目指すべき圏域の姿」、「目指すべき

圏域人口」及び「ＫＰＩ（重要業績評価指標）」に関する検討が必要である。これらの項

目については、本委員会における議論に加え、連携市町村やビジョン懇談会における意見

等も踏まえ、素案作成に向け引き続き検討を行う。 
 

（１） 「目指すべき圏域の姿」について ※現行ビジョンの内容 

 

 

 

⇒ 「連携中枢都市圏構想」が市町村の自主性･主体性を尊重することを前提とした制度である

こと等を踏まえ第 1期ビジョンから上記内容を目標としており、引き続き当該目標を維持しつ

つ、さらに連携の深化を図ることとしたい。 

 

（２） 「目指すべき圏域人口」について ※現行ビジョンの内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ⇒ 直近（2023 年）のいわゆる社人研将来推計人口（出生中位・死亡中位推計(合計特殊出生

率が低下し、平均寿命は延びることを前提とした最も現実的な推計)）また、さらに直近に

おいて出生率が低下している現状も考慮した上で、必要な見直しを行うこととしたい。 

 

（３） 「ＫＰＩ（重要業績評価指標）」について 

 

 

圏域市町村がそれぞれの個性と特性に磨きをかけ、魅力を高め、ひとつと

なって大きな力となり、九州中央の交流拠点を目指していく。 

２０６０年（令和４２年） １２０万人 ※2021年に目標設定 

現行ビジョンでは「圏域全体の経済成長のけん引」、「高次の都市機能の集

積・強化」「圏域全体の生活関連機能サービスの向上」の３つの取組の方向性

に対応したＫＰＩを設定している（全１３項目）。 
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○ 現行ビジョンの「ＫＰＩ」 

取組内容 ＫＰＩ 現状値 

(年度) 

目標値 

（2025） 

単位 

１ 圏域全体の経済成

長のけん引 

圏域内総生産額 5,094,158 

(2021) 

5,110,000 

(2022) 

百万円 

  

  

  

リーディング産業の

育成 

圏域内の創業者数 1,428 

(2023) 

1,190 人／年間 

６次産業化及び農商

工連携の推進 

販路開拓・拡大支援の実施

に伴う農水産物等の販売

額 

312 

(2023) 

676 百万円 

物流機能の強化 熊本港におけるコンテナ

貨物取扱量（暦年） 

10,698 

(2023) 

17,000 ＴＥＵ 

(コンテナ

数の単位) 

２ 高次の都市機能の

集積・強化 

中心市街地の通行量 668,766 

(2024) 

800,000 人 

  

  

  

高度な医療サービス

の提供 

熊本市民病院における圏

域内住民の総合周産期母

子医療センター受入数 

408 

(2023) 

470  人 

中心拠点施設の整備 一日あたりのＪＲ熊本駅

の乗降客数 

32,584 

(2023) 

34,114 人／日 

人材の育成支援 圏域内大学及び高専等と

の連携事業数 

190 

(2023) 

240 件／年間 

３ 圏域全体の生活関

連機能サービスの向上 

圏域人口の社会増減数 ＋4,253 

(2024) 

＋2,000 人 

圏域出生数 8,957 

(2024) 

現状維持 

【基準値】 

11,381

（2019） 

人 

  生活機能の強化に係

る政策分野 

公共施設及びサービス等

の相互利用者数 

11,622 

(2023) 

12,460 人／年間 

結びつきやネットワ

ークの強化にかかる

政策分野 

公共交通機関の年間利用

者 

50,946 

(2023) 

56,000 千人／年間 

圏域マネジメント能

力の強化に係る政策

分野 

熊本連携中枢都市圏構想

における新規取組数（累

計） 

29 

(2024) 

40 件 

R2 年度（2020 年度）から再開 
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    ⇒ 令和２年（2020 年）１月から令和５年（2023 年）５月にかけて全国的に感染症がまん    

延し、社会経済活動が制限されていた（※）等の背景もあり、本ビジョンの計画期間内に目

標達成が困難な項目も見受けられる状況である。 

そこで、まずは取組の継続性を考慮し、改めてＫＰＩ目標値の再検討を行うとともに、さ

らに社会情勢の変化や今後の人口動態の見込みも踏まえ、今後、ＫＰＩの見直しや追加につ

いても検討を行うこととしたい。 

 

（※）国において初めて新型コロナウイルス感染症対策本部が設置・開催（令和２年１月）されて以降、行動

制限を伴う緊急事態宣言は３回、まん延防止等重点措置は２回発令された。その後、収束により令和５年５

月に通常の季節性インフルエンザと同様の５類感染症に移行となった。 
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４ 圏域を取り巻く現状（課題）について 

ビジョン改訂作業に先立ち、連携市町村及びビジョン懇談会において、圏域を取り巻く

現状（課題）について意見聴取等を行った。 

その際の主な意見等の概要は、以下のとおり。 

 

 

① 地域・生活・まちづくり関連 

・ 地域コミュニティの維持（人手不足・高齢化・空き家対策等） 

・ 多文化共生、国際交流の推進（日本語教室の開催、学校における教育の充実等） 

・ 国際交流振興事業団の活用 ・ 外国語表記の圏域内統一、 

・ 住民生活を支える行政職員の不足（特に専門職） 

・ 消費者相談の充実（消費者コーディネーター、消費者教育） 

 

② DX・デジタル関連 

・ デジタル技術を活用した取組の推進 

（AIデマンドタクシーや医療 MaaS、SNSの活用等） 

・ 自治体 DXの推進、デジタル人材の育成 

・ データ連携基盤等の活用（国県システムの利用促進、共通アプリ活用等） 

・ 民間企業の DX推進（DXアクセラレーション事業等） 

 

③ 商業・工業・農業関連 

・ 事業の担い手、後継者不足（事業承継） ・ 企業誘致や企業、店舗の人材確保 

・ 農地確保や販路拡大、地産地消 の促進 

 

④ 医療・福祉・子育て関連 

・ 地域医療の維持（訪問介護等） ・ 医師・介護人材確保（サービス維持）  

・ 外国にルーツを持つ住民の就労支援 

・ 人材の多拠点における活用（サテライト診療等） 

・ 子育て世帯への就労支援 ・ こどもへの直接的な支援 

 

⑤ 文化・スポーツ・教育・観光分野 

・ スポーツ振興（イベント開催、PR） ・ 施設の有効活用 ・ 歴史・景観の活用 

・ 住民（こども）視点の文化、教育での連携 ・ 観光振興での連携、食文化の発信   
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⑥ 交通分野 

・ 高齢者の移動手段確保 ・ 交通アクセス改善や渋滞対策の推進 

・ 地域公共交通網整備（AIタクシー、デマンドバス等） 

 

⑦ 環境・SDGｓ関連 

・ PFAS対応 ・ 野焼き等保全活動の人手確保 ・ 地下水保全の推進 

・ 脱炭素（J‐クレジット制度の活用）、生物多様性（ネイチャーポジティブ）の推進 

 

 

 

５ 今後の予定について 

ビジョン改訂まで今後の主な予定については、以下のとおり。 

 

○ 令和７年９月 22 日（本日） 本特別委員会（ビジョン改訂概要について説明） 

９月下旬～     連携市町村との協議（ビジョン素案作成 等） 

11月下旬     ビジョン懇談会（ビジョン素案に関する意見聴取） 

12月中旬～下旬  第４回定例会 大都市行財政制度に関する特別委員会 

（ビジョン素案についての報告及び質疑） 

 

○ 令和８年１月          ビジョン文案最終調整 

２月       パブリックコメント 

３月中旬       第１回定例会 大都市行財政制度に関する特別委員会 

（ビジョン最終案について報告及び質疑) 

    ３月下旬     熊本連携中枢都市圏連絡会議（首長会議）において 

ビジョン最終案を承認後、県及び総務省に送付 


